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関西広域連合の国出先機関対策の概要 

１ 関西広域連合について 

(1)関西広域連合の設立のねらい 

(2)関西広域連合のガバナンス、事務執行体制 

構成団体 ２府５県４政令市 

(滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、和歌山県、鳥取県、徳島県、大阪市、堺市、京都市、神戸市) 

職員数（１０月１日時点）487 名（専任 30 名、構成府県市職員との併任 457 人）

※議会事務局含む 

① 関西における広域行政を展開する(関西全体の広域行政を担う責任主体づくり） 

② 国と地方の二重行政を解消する（国出先機関の事務の受け皿づくり） 

③ 地方分権の突破口を開く（分権型社会の実現への地方自らの取組み） 

資料２ 
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２ これまでの経緯、関西広域連合の動き 

 21年７月 

       【政策目的】 

        国と地方の二重行政は排し、地方にできることは地方に委ねる。 

       【具体策】 

        国出先機関を原則廃止する。 

22年６月 

       ・全国一律・一斉に取り扱うのではなく、地方の発意による選択的

実施による柔軟な取組を可能とする仕組みを検討・構築する。 

       ・自治体間連携の自発的形成や広域連合など広域的実施体制の整備

に応じて、事務・権限の移譲が可能となるような仕組みも併せて

検討・構築する。 

 22年12月  

       ・出先機関単位で全ての事務・権限を移譲することが基本。 

       ・広域で意思統一が図られた地域からの発意に基づき移譲する仕組

みとする。 

       ・平成24年通常国会に法案を提出し、準備期間を経て26年度中に事

務・権限の移譲が行われることを目指す。 

 22年12月 

23年５月  

         関西、九州共に、当面の移管希望機関として①経済産業局、②地

方整備局、③地方環境事務所を提示。 

 24年３月  

       （※４月以降の動きの詳細については次頁参考） 

24年６月 

24 年９月 

民主党の政権政策 Manifesto2009（抄） 

「地域主権戦略大綱」 閣議決定

「アクション・プラン」 閣議決定

関西広域連合設立・国出先機関対策委員会の設置 

関西・九州から移管希望機関提示 

「国の特定地方行政機関の事務等の移譲に関する特例法案」を提示

近畿市長会・近畿府県町村会長会への説明会の実施 

平成 24 年通常国会 会期末（９月８日）
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【参考】平成 24 年４月以降の動き（詳細） 

●関西広域連合の取り組み、○国等の取り組み

１．取組状況 

●５月７日：地方分権改革シンポジウム「国出先機関の移管実現と地域の自立」 

（九州地方知事会、関西経済連合会、九州経済連合会、日本経済団体連合会、経済同友会と

の共催） 

○６月８日：「アクション・プラン」推進委員会（第９回） 

       「国の特定地方行政機関の事務等の移譲に関する法律案」について検

討が行われ、法律案と閣議決定案の取扱いについて、川端内閣府特命

担当大臣に一任された。  

●６月 13 日：政府及び民主党への要請活動（嘉田国出先機関対策委員長） 

要請先：逢坂誠二衆議院議員（地域主権調査会会長代行） 

            山花郁夫衆議院議員（地域主権調査会事務局長） 

※地域主権推進担当の内閣府政務三役及び前原誠司政策調査会長、 

海江田万里  地域主権調査会長については、事務方を通じて要請文を手交 

●６月 20 日：政府及び民主党への要請活動（井戸連合長） 

要請先：藤村修内閣官房長官、民主党陳情要請対応本部 

○６月 21 日：第１８０回通常国会が９月８日迄延長 

●６月21日：法律案の早期国会提出を求めるコメント発出（井戸連合長・嘉田委員長）

●７月３日：嘉田国出先機関対策委員長による緊急声明の発出 

●８月 23 日：法律案の早期国会提出を求める声明の発出（関西広域連合） 

●９月７日：法律案の早期国会提出を求める声明の発出（関西広域連合） 

○９月８日：第１８０回通常国会が閉会 

２．今後の予定（見通し） 

○閣議決定及び次期臨時国会への法案提出 
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３ “丸ごと移管”を主張 

・ 国出先機関の機能そのものを廃止するのではない。 

・ 出先機関の事務・権限、人員、財源等をそのまま広域連合に“丸ごと移管”す

るもの。（事務・権限の仕分けを前提とすると膨大な作業と些末な議論となる） 

・ 当面の対象機関としては、「経済産業局」、「地方整備局」、「地方環境事務所」の

３機関を求めている。 

・ 最終的には、近畿農政局など内政に係る全ての国出先機関の移管を目指す。 

４ 国出先機関の原則廃止の意義 

(1) ガバナンスの向上と政策への「地域ニーズ」の迅速な反映 

   地域から遠い本省のコントロールではなく、住民に選ばれた知事や議員のガ

バナンス下で行政運営の公平性・透明性が向上、地域の意見が反映されやすい

組織。 

【３機関の選定理由】 

関西広域連合と九州地方知事会とが協力をし、まずは、３機関の移管を求めた。 

① 近畿経済産業局：中小企業支援対策を中心に広域連合や府県事務と関係が深い。 

② 近畿地方整備局：直轄国道・河川等住民生活に直接影響するインフラ整備を担う。 

③ 近畿地方環境事務所：山陰海岸ジオパークの保全と活用など総合的な行政を展開。 
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(2)「二重行政」や「縦割り行政」を解消し、地方ならではの総合行政を展開 

    省庁・自治体の枠を越えた地方ならではの総合行政を展開、効果的・迅速な事

業実施が可能。 














